
第２章 高齢者等の現状と将来推計

１ 高齢者人口の推移

本県の６５歳以上の高齢者人口は、平成２８年１０月１日現在３５８,３３９人となっていま

す。

そのうち、６５歳～７４歳の高齢者人口は１７２,５８３人、７５歳以上の高齢者人口は

１８５,７５６人で、高齢者人口に占める割合はそれぞれ４８.２％、５１.８％となっています。

６５歳以上の人口の総数は、平成３７(２０２５）年をピークに減少に転じますが、後期高齢

者(７５歳以上)人口は、平成４２(２０３０）年まで上昇を続けます。

高齢化率は、総数のピーク(平成３７（２０２５）年)以降も上昇を続けるとともに、後期高齢

化率についても、平成４７(２０３５）年まで上昇を続ける見込みとなっています。

［図２－１］高齢者人口及び高齢化率の推移

(注)1.毎月流動人口調査(１０月１日現在)を基に作成(平成１２、１７、２２、２７年は国勢調査による確定値)

2.平成３２(２０２０)年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」(平成２５年３月公表)

3.平成２８(２０１６)年までの総人口は年齢不詳を含む。高齢化率の算出には分母から年齢不詳を除いている。
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県の人口を５歳階級別の人口ピラミッドでみると、６５歳以上の人口は、平成２８（２０１６）年の

３５.８万人(全人口の３１.２％)から平成３７（２０２５）年には３７.２万人(全人口の３４.１％)

に増加します。

一方、生産年齢人口(１５～６４歳)については、平成２８（２０１６）年の６４.６万人(全人口の

５６.２％)から平成３７（２０２５）年には５９.８万人(全人口の５４.７％)に減少する見込み

となっています。

［図２－２］人口ピラミッド （単位：人）

(注)1.平成２８(２０１６)年は、毎月流動人口調査(１０月１日現在)

2.平成３７(２０２５)年は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」(平成２５年３月公表)

3.平成２８(２０１６)年の計には、年齢不詳を含まない。
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区分 計 男 女
計 1,148,623 542,717 605,906

90歳～      24,258 5,626 18,632
85歳～89歳 40,038 13,499 26,539
80歳～84歳 56,526 22,236 34,290
75歳～79歳 64,934 27,672 37,262
70歳～74歳 69,782 31,593 38,189
65歳～69歳 102,801 49,228 53,573
60歳～64歳 83,568 40,359 43,209
55歳～59歳 71,772 34,510 37,262
50歳～54歳 63,910 30,737 33,173
45歳～49歳 71,222 34,605 36,617
40歳～44歳 77,705 38,531 39,174
35歳～39歳 67,913 34,009 33,904
30歳～34歳 59,369 29,721 29,648
25歳～29歳 49,901 25,195 24,706
20歳～24歳 45,456 23,369 22,087
15歳～19歳 54,692 27,804 26,888
10歳～14歳 50,162 25,678 24,484
５歳～９歳 49,297 25,123 24,174
０歳～４歳 45,317 23,222 22,095

平成２８（２０１６）年

区分 計 男 女
計 1,093,634 519,554 574,080

90歳～      39,355 10,446 28,909
85歳～89歳 41,204 14,470 26,734
80歳～84歳 57,661 23,299 34,362
75歳～79歳 83,562 37,480 46,082
70歳～74歳 79,703 37,025 42,678
65歳～69歳 70,978 33,268 37,710
60歳～64歳 65,778 31,214 34,564
55歳～59歳 66,226 32,029 34,197
50歳～54歳 76,613 38,397 38,216
45歳～49歳 70,438 35,865 34,573
40歳～44歳 62,038 31,574 30,464
35歳～39歳 55,548 28,651 26,897
30歳～34歳 53,613 27,588 26,025
25歳～29歳 52,237 26,613 25,624
20歳～24歳 47,781 24,236 23,545
15歳～19歳 47,956 24,386 23,570
10歳～14歳 45,429 23,278 22,151
５歳～９歳 40,276 20,627 19,649
０歳～４歳 37,238 19,108 18,130

平成３７（２０２５）年

平成12年 １７年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ３２年 ３７年 ４２年 ４７年 ５２年

(2000) (2005) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2020) (2025) (2030) (2035) (2040)

 総人口　　　　　　　　　　　　 1,221,140 1,209,571 1,196,529 1,191,488 1,185,830 1,178,775 1,171,702 1,166,338 1,159,634 1,134,264 1,093,634 1,049,965 1,003,911 955,424

 ６５歳以上人口　　　　　 265,901 292,805 316,750 317,149 325,323 334,889 344,780 351,745 358,339 372,078 372,463 363,509 352,921 350,595

 うち６５歳～７４歳人口　 151,880 149,225 147,780 144,735 149,239 156,402 165,039 169,848 172,583 175,257 150,681 131,266 124,311 133,253

 うち７５歳以上人口　　　 114,021 143,580 168,970 172,414 176,084 178,487 179,741 181,897 185,756 196,821 221,782 232,243 228,610 217,342
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9.3 11.9 14.2 14.6 14.9 15.2 15.4 15.7 16.2 17.4 20.3 22.1 22.8 22.7

 （参考）全国高齢化率 17.3 20.1 23.0 23.3 24.1 25.1 26.0 26.6 27.3 29.1 30.3 31.6 33.4 36.1

区　分

 高齢化率 (６５歳以上）　　　　 

 後期高齢化率（７５歳以上） 　 
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２ 高齢者のいる世帯の状況

本県の高齢者のいる世帯数及びその総世帯数に対する割合は、年々増加しており、平成１２（２０００）年

に１３１,１２６世帯、２９.０％であったものが、平成３２（２０２０）年には１９９,４４３世帯、

４２.０％と、総世帯のうち４割以上が高齢者のいる世帯になると見込まれています。

そのうち、世帯主が６５歳以上の高齢者単独世帯及び高齢夫婦世帯の全世帯に占める構成割合

については、平成１２（２０００）年に２０.３％であったものが、平成３７(２０２５)年には

３０.１％にまで増加する見込みです。高齢夫婦世帯の構成率は、平成３７（２０２５）年にピ

ークを迎えますが、単独世帯については、その後も増加する見込みとなっています。

［図２－３］高齢者のいる世帯の推移

（注）1.国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(都道府県別推計)」に基づき推計

2.高齢者世帯 ：世帯主が６５歳以上の世帯

3.高齢夫婦世帯：世帯主の年齢が６５歳以上の「高齢世帯」のうち「夫婦のみの世帯」
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３ 高齢者の就業状況

平成２７年の国勢調査によると、６５歳以上の高齢者のうち何らかの職業に従事している者は

７５,７８１人、就業率は２１.５％となっており、高齢者の５人に１人が就業しています。年齢

区分別に就業率を見ると、６５歳から７４歳までの前期高齢者は３５.０％と３人に１人が就業

していますが、７５歳以上の後期高齢者については、９.０％と約１０人に１人の就業となって

います。

産業別に見ると、高齢就業者の２５.８％が第１次産業、１５.０％が第２次産業、５６.４％

が第３次産業に従事しています。年齢区分別では、前期高齢者は、第３次産業の割合が６０.５

％と最も高くなっていますが、後期高齢者については、第１次産業の割合が４６.７％と最も高

くなっています。

［図２－４］高齢者の就業状況

（注）総務省「国勢調査」（平成１２年～平成２７年）

［図２－５］高齢者の就業の状況（産業別）

（注）総務省「国勢調査」（平成２７年）
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４ 健康寿命の状況

本県の「平均寿命」は、平成２７年は、男性が８１.０８歳で全国１０位、女性は８７.３１歳

で全国１２位と全国上位の定着が図られています。健康な状態で過ごすことのできる期間を示す

「健康寿命」は、平成２８年には、男性が７１.５４歳で全国３６位、女性が７５.３８歳で全国

１２位となっており、平成２２年からの伸びは、男性は１.６９歳で２２位、女性は２．１９歳

で２位となっています。

平均寿命と健康寿命の差は、男性では９.５４年、女性では１１．９３年となっています。こ

の差をできるだけ短くし、健康で元気に暮らせる期間である健康寿命の延伸を図ることが重要で

す。

［図２－６］平均寿命と健康寿命の差

（注）平均寿命の出典：厚生労働省「平成２７年都道府県別生命表の概況」

健康寿命の出典：厚生労働科学研究班「健康日本21（第二次）地域格差の評価と要因分析に関する研究」

【健康寿命について】

「健康寿命」は、健康で過ごせる期間を示したものです。国が算出する「健康寿命」は、国

民生活基礎調査の結果を基に、「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期

間」を算出したもので、全国値と都道府県の値が３年に１回公表されます。

なお、人口規模の小さい市町村では、国と同様の調査による「健康寿命」の算出は困難なた

め、類する指標として、「お達者年齢※１」を大分県が毎年公表※２しています。

※1.「要介護２以上の認定を受けていない方」を健康として定義

※2．人口規模が小さく単年度では精度が低くなるため、５年間平均値を使用
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［図２－７］平均寿命の推移

［図２－８］健康寿命の推移
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５ 要介護者等の状況

（１）要介護認定者数
要介護・要支援認定者は、介護保険が導入された平成１２年度末には３８,２８７人で

したが、２８年度末には６５,０５３人と、１.７倍に増加しています。

また、第１号被保険者数に対する割合(認定率)は、２８年度末現在で１８.０％となっ

ており、全国平均を０.４ポイント下回っています。これは、近年の保険者（市町村）が

開催する地域ケア会議による自立支援型ケアマネジメントの推進や介護予防事業等の効

果によるものではないかと考えられ、引き続き取組を強化していくことが重要です。

［図２－９］要介護認定者数

（単位：人）

(注)1.介護保険事業状況報告（各年度末現在(ただし、平成２９年は１２月末現在、全国認定率
は１０月末現在)、認定者数には２号被保険者を含む）

2.第１号被保険者とは、市町村の住民のうち、６５歳以上の者である。
ただし、指定障害者支援施設等の適用除外施設に入所している者は除くとともに、現在特
別養護老人ホーム等に入所している者は、住所地特例により入所前の住所地に積算されて
いる。

3.第２号被保険者とは、市町村の住民のうち、４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者（被
保険者、組合員等、被扶養者）である。
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平成１２年 １７年 ２２年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年

要介護者数 要支援者数 認定率

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年
（2000年） （2005年） （2010年） (2012年) (2013年) (2014年) (2015年) (2016年) (2017年)

270,253 295,780 316,194 330,467 341,035 349,795 356,809 362,217 365,325

38,287 57,203 62,228 66,129 66,729 67,633 65,392 65,053 66,077

7,053 13,549 19,892 21,067 20,934 20,884 18,346 17,177 17,253

31,234 43,654 42,336 45,062 45,795 46,749 47,046 47,876 48,824

14.2% 19.3% 19.7% 20.0% 19.6% 19.3% 18.3% 18.0% 18.1%

11.4% 16.7% 17.4% 18.1% 18.2% 18.3% 18.3% 18.4% 18.5% （参考）全国認定率

 認定率③（②÷①）

区 分
平成１２年 平成１７年 平成２２年

第　５　期 第　６　期

 第１号被保険者数①

 認定者数②　　　

　　うち要支援者数

　　うち要介護者数

-  10  -



第７期の要介護認定者数は、第１号被保険者数の増加に伴い年々増加するとともに、

認定率も年々上昇すると推計されています。

［表２－１］要介護認定者数（推計）

（単位：人）

（注）市町村の推計値の積算による。

（２）要介護度別認定者数
平成２４年度末の要支援者は２１,０６７人（構成比３１.９％）、要介護者は

４５,０６２人(構成比６８.１％)でしたが、平成２８年度末はそれぞれ１７,１７７人

(２６.４％）、４７,８７６人(７３.６％)となっています。

そのうち、いわゆる中重度要介護者である要介護３～５の割合については、平成２４

年度末の３４.２％から、平成２８年度末は３５.０％に増加しています。

［図２－１０］要介護度別認定者数

平成３０年
(2018年)

平成３１年
(2019年)

平成３２年
(2020年)

① 368,808 371,873 374,867

② 67,957 70,078 72,338

うち要支援者数 17,461 17,809 18,167

うち要介護者数 50,496 52,269 54,171

③ 18.4% 18.8% 19.3%認定率（②÷①）

認定者数

第１号被保険者数

第　　７　　期

区　分

11,750 11,904 12,060 10,337 9,399 
要支援１

9,174 

9,317 9,030 8,824 
8,009 7,778 要支援２

8,079 

11,816 12,680 13,472 
13,984 14,580 

要介護１

14,866 

10,593 10,528 10,696 
10,479 10,476 

要介護２

10,714 

7,703 7,665 7,695 
7,735 7,827 

要介護３

7,848 

7,845 8,026 8,268 
8,337 8,414 

要介護４

8,713 

7,105 6,896 6,618 
6,511 6,579 

要介護５

6,683 

66,129 66,729 67,633
65,392 65,053 66,077

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年
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（単位：人）

（注）介護保険事業状況報告（各年度末現在、ただし平成２９年は１２月末現在）

第７期の要介護度別認定者数は、要支援者数が年々減少する一方、要介護者数は年々

増加すると推計されています。

［表２－２］要介護度別認定者数（推計）

（単位：人）

（注）市町村の推計値の積算による。

人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 人数 構成比（％）

要支援１ 9,353 13.8 9,470 13.5 9,587 13.3

要支援２ 8,108 11.9 8,339 11.9 8,580 11.9

計 17,461 25.7 17,809 25.4 18,167 25.1

要介護１ 15,588 22.9 16,358 23.3 17,175 23.7

要介護２ 10,999 16.2 11,299 16.1 11,636 16.1

要介護３ 8,042 11.8 8,305 11.9 8,589 11.9

要介護４ 8,924 13.1 9,152 13.1 9,374 13.0

要介護５ 6,943 10.2 7,155 10.2 7,397 10.2

計 50,496 74.3 52,269 74.6 54,171 74.9

合　計 67,957 100.0 70,078 100.0 72,338 100.0

区　分

第　７　期

平成３０年
（2018年）

平成３１年
（2019年）

平成３２年
（2020年）

人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 人数 構成比（％）

要支援１ 11,750 17.8 11,904 17.9 12,060 17.8 10,337 15.8 9,399 14.4 9,174 13.9

要支援２ 9,317 14.1 9,030 13.5 8,824 13.1 8,009 12.3 7,778 12.0 8,079 12.2

計 21,067 31.9 20,934 31.4 20,884 30.9 18,346 28.1 17,177 26.4 17,253 26.1

要介護１ 11,816 17.9 12,680 19.0 13,472 19.9 13,984 21.4 14,580 22.4 14,866 22.5

要介護２ 10,593 16.0 10,528 15.8 10,696 15.8 10,479 16.0 10,476 16.1 10,714 16.2

要介護３ 7,703 11.6 7,665 11.5 7,695 11.4 7,735 11.8 7,827 12.0 7,848 11.9

要介護４ 7,845 11.9 8,026 12.0 8,268 12.2 8,337 12.7 8,414 12.9 8,713 13.2

要介護５ 7,105 10.7 6,896 10.3 6,618 9.8 6,511 10.0 6,579 10.1 6,683 10.1

計 45,062 68.1 45,795 68.6 46,749 69.1 47,046 71.9 47,876 73.6 48,824 73.9

合　計 66,129 100.0 66,729 100.0 67,633 100.0 65,392 100.0 65,053 100.0 66,077 100.0

区　分

第　５　期 第　６　期

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年
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（３）年齢区分別認定者数
平成２９年９月末現在における第１号被保険者（６５歳以上）の認定者数の合計は、

６４,９３６人、認定率は１７.９％となっており、約８割の高齢者は認定を受けていな

い状況にあります。

他方、認定率については年齢とともに上昇し、６５～６９歳では２.４％となっていま

すが、８５～８９歳では４６.２％と約半数の方が認定を受けています。

［図２－１１］年齢区分別認定者数

（単位：人）

（注）平成２９年９月末現在（第２号被保険者は含まない）
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認定者数 認定率

（ 人 ） （ ％ ）

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 計

 認定者数 1,281 1,795 2,664 4,427 4,910 3,472 18,549

 認定率(％) 2.7 5.3 9.5 19.8 35.4 56.8 12.2

 認定者数 1,125 1,987 4,643 9,875 13,819 14,938 46,387

 認定率(％) 2.2 4.9 12.5 28.4 51.8 75.5 22.0

 認定者数 2,406 3,782 7,307 14,302 18,729 18,410 64,936

 認定率(％) 2.4 5.1 11.2 25.0 46.2 71.1 17.9

区　　分

男　性

女　性

計
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（４）要介護度別原因疾患
平成２８年国民生活基礎調査によると、要介護度別の介護が必要となった主な原因は、

要支援者では「関節疾患」が１７ .２％と最も多く、次いで「高齢による衰弱」が

１６ .２％となっています。要介護者では「認知症」が２４ .８％と最も多く、次いで「脳

血管疾患（脳卒中）」が１８ .４％となっています。

［表２－３］要介護度別 介護が必要となった主な原因（上位３位）（全国） （単位：％）

（注）厚生労働省「国民生活基礎調査」(平成２８年)

（５）介護者の状況

①主な介護者の状況

平成２８年国民生活基礎調査によると、主な介護者は、要介護者等と「同居」が５８.７％

で最も多く、次いで「事業者」が１３.０％となっています。

「同居」の主な介護者の要介護者等との続柄をみると、「配偶者」が２５.２％で最も

多く、次いで「子」が２１.８％、「子の配偶者」が９.７％となっています。

[表２－４] 要介護者等との続柄別にみた主な介護者の構成割合（全国）

（単位：％）

（注）厚生労働省「国民生活基礎調査」(平成２８年)

②同居の主な介護者と要介護者等との状況

同居のうち、６０歳以上同士の組み合わせが７０ .３％、６５歳以上同士（いわゆる老

老介護）が５４ .７％、７５歳以上同士が３０ .２％となっています。年次推移をみると、

いずれの組み合わせにおいても上昇傾向となっています。

要介護度

総　　数 認知症 18.0 脳血管疾患(脳卒中) 16.6 高齢による衰弱 13.3

 要支援者 関節疾患 17.2 高齢による衰弱 16.2 骨折・転倒 15.2

    要支援１ 関節疾患 20.0 高齢による衰弱 18.4 脳血管疾患(脳卒中) 11.5

    要支援２ 骨折・転倒 18.4 関節疾患 14.7 脳血管疾患(脳卒中) 14.6

 要介護者 認知症 24.8 脳血管疾患(脳卒中) 18.4 高齢による衰弱 12.1

    要介護１ 認知症 24.8 高齢による衰弱 13.6 脳血管疾患(脳卒中) 11.9

    要介護２ 認知症 22.8 脳血管疾患(脳卒中) 17.9 高齢による衰弱 13.3

    要介護３ 認知症 30.3 脳血管疾患(脳卒中) 19.8 高齢による衰弱 12.8

    要介護４ 認知症 25.4 脳血管疾患(脳卒中) 23.1 骨折・転倒 12.0

    要介護５ 脳血管疾患(脳卒中) 30.8 認知症 20.4 骨折・転倒 10.2

第１位 第２位 第３位

配偶者 子 子の配偶者

割 合 58.7 25.2 21.8 9.7 12.2 13.0 16.2

区 分 同居 別居の家族等 事業者 その他
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[表２－５] 年齢別にみた同居の主な介護者と要介護者等の割合の年次推移（全国）

（単位：％）

（注）厚生労働省「国民生活基礎調査」(平成２８年)

③介護（看護）と就業の状況

平成２４年就業構造基本調査によると、過去５年間（平成１９年１０月～２４年９月）

に、介護･看護のため前職を離職した方は４８６,９００人、このうち女性は３８９,０００人

となっており、全体の約８割を占めています。

年次別に見ると、２０１２年(平成２３年１０月～２４年９月)の離職者は１０１,１００人

となっており、前年と比べて１６,９００人増加しています。

[表２－６] 介護･看護のため前職を離職した人数（全国）

（注）総務省「就業構造基本調査」(平成２４年)

（単位：千人）

総 数
平成２３年１０月

～２４年９月

平成２２年１０月

～２３年９月

平成２１年１０月

～２２年９月

平成２０年１０月

～２１年９月

平成１９年１０月

～２０年９月

総 数 486.9 101.1 84.2 98.6 81.9 88.5 567.7 524.4

男 性 97.9 19.9 18.4 20.9 16.1 17.1 100.9 77.8

女 性 389.0 81.2 65.9 77.7 65.7 71.5 466.8 446.7

平成１９年１０月～２４年９月
平成１４年１０月

～１９年９月

平成９年１０月

～１４年９月区 分

区 分 平成１３年 平成１６年 平成１９年 平成２２年 平成２５年 平成２８年

６０歳以上同士 54.4 58.1 58.9 62.7 69.0 70.3

６５歳以上同士 40.6 41.1 47.6 45.9 51.2 54.7

７５歳以上同士 18.7 19.6 24.9 25.5 29.0 30.2
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６ 認知症高齢者の状況

本県の平成２７年の認知症高齢者は６０千人と推定されており、６５歳以上人口に占める割合

は１６.９％となります。

認知症高齢者は今後も増加することが見込まれており、団塊の世代が全て７５歳以上となる平

成３７(２０２５)年には７３千人、６５歳以上人口に占める割合は１９.６％と、高齢者の５人

に１人が認知症高齢者になると推計されています。

［図２－１２］認知症高齢者の推移

（単位：千人、％）

(注)1.６５歳以上人口は、国立国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」による。

2.大分県の認知症高齢者数推計は、厚生労働省認知症対策総合研究事業（H25.3月報告）による。

（性別年齢階級別認知症有病率を、各年の６５歳以上の性別年齢階級別推計人口に乗じて算出）

平成２２年 平成２５年 平成２７年 平成３２年 平成３７年

（2010） （2013） （2015） （2020） （2025）

６５歳以上人口 319 335 354 372 372

認知症高齢者数 51 55 60 67 73

認知症高齢者割合 16.0 16.4 16.9 18.0 19.6

区　　分

大分県

認知症

高齢者数

（千人）

認知症

高齢者割合

（％）
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７ 介護給付費の状況

（１）介護給付費の推移
介護給付費は、介護サービス受給者の増加や介護サービス基盤の充実等に伴い、平成

１２年度の４５９億円から２８年度は１,０２１億円と、２.２倍に増加しています。

［図２－１３］介護給付費の推移

（単位：億円）

（注）1.平成２８年度までは実績額、平成２９年度は当初予算額

2.地域密着型サービスは平成１８年４月に創設

3.「その他」は特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サー

ビス費及び審査支払手数料の合計

4.億円未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合がある。

Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29
459 560 615 662 709 725 717 741 768 833 882 923 962 997 1,023 1,017 1,021 1,047

　 居宅サービス 154 212 252 296 330 353 329 343 363 403 438 462 489 517 533 527 511 530
　 地域密着型サービス － － － － － － 34 45 54 61 66 75 87 92 108 115 140 148
　 施設サービス 302 345 359 361 373 352 311 308 305 317 321 326 324 324 317 307 302 300
   その他 2 4 5 5 5 20 43 46 47 52 57 60 62 64 66 68 67 71

　　総給付費
区　　　分

2 4 5 5 5 
20 
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（２）第１号被保険者１人あたり給付費
第１号被保険者１人あたり給付費は、平成１２年度の１６８.８千円から、２８年度は

２６３.２千円と、１.６倍となっています。

なお、２８年度の全国平均は２５２.４千円であり、本県の１人あたり給付費は、全国

平均を１０.８千円上回っています。これは、通所介護など居宅サービスの充実によるも

のと考えられますが、第１号被保険者に占める要介護認定者の割合は年々減少しており、

全国平均との差は縮小しています。

［表２－７］第１号被保険者１人あたり給付費 （単位：千円）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費は含まない。

Ｈ12 Ｈ18 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

合　　計 168.8 223.0 260.8 268.5 272.2 273.6 273.7 265.9 263.2

居宅サービス 57.1 108.9 138.4 143.9 148.0 151.6 152.3 147.6 141.2

 地域密着型サービス - 11.3 20.9 23.3 26.2 27.0 30.9 32.2 38.6

施設サービス 111.7 102.8 101.5 101.4 98.0 95.0 90.5 86.1 83.5

合　　計 144.0 208.2 235.0 241.6 247.5 250.4 253.7 252.7 252.4

居宅サービス 48.9 102.6 121.8 127.0 132.0 135.4 138.6 138.6 130.3

 地域密着型サービス - 13.0 21.4 23.5 25.9 27.0 28.8 29.9 38.9

施設サービス 95.2 92.5 91.8 91.0 89.5 87.9 86.3 84.2 83.2

区　　　分

大
　
分
　
県

全
 
国
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８ 後期高齢者医療費の状況

後期高齢者医療費は、高齢化の進展や医療の高度化等に伴い年々増加しており、平成２７年度

は医療費総額が約１,８６９億円、そのうち入院医療費が約１,０２１億円となっています。

また、一人あたり医療費は１０４.６万円で、全国平均の９４.９万円を約１０万円上回ってお

り、全国第１０位となっています。その要因としては、入院医療費が高いことが考えられます。

今後、医療費の過度の伸びを抑制するためには、青壮年期からの健康づくりを推進することに

より、生活習慣病を予防するとともに、その重症化や合併症の発症を抑える等の医療費適正化の

取組が求められています。

［図２－１４］後期高齢者医療費の推移

（単位：医療費 億円、一人あたり医療費 万円）

(注)1.厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告（年報）」

2.医療費：診療費、調剤費、食事代等

3.入院医療費：入院及び食事療養・生活療養費

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

1760.8 1790.0 1812.5 1868.6

991.7 996.5 1008.1 1020.9

769.1 793.5 804.4 847.7

大分県 101.2 101.7 102.5 104.6

全国平均 91.9 93.0 93.2 94.9

大分県 57.0 56.6 57.0 57.1

全国平均 45.7 45.6 45.8 46.0

区            分  

一人当たり医療費

一人当たり入院医療費

医療費総額（大分県）

入院医療費

その他医療費

991.7 996.5 1008.1 1020.9

769.1 793.5 804.4 847.7

101.2 101.7 102.5
104.6

91.9 93.0 93.2
94.9
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